
■ 池田市は、「池田市立上方落語資料展示館（愛

称・落語みゅーじあむ）」を開設した。

市立の落語資料展示館は日本初。

映像コーナーでは、上方落語の歴史や池田と落

語のかかわりなどを常時上映するほか、映像コー

ナーにいす（５６席）を並べ、昔ながらの寺子屋落

語の雰囲気で生の落語を味わうことができる。

また、１０００点以上の落語に関する資料を収蔵し

ており、ＣＤやＤＶＤの視聴でき、書籍は読書コ

ーナーで見ることができる。

同市は、上方落語ゆかりの地としての池田の歴

史及び文化に対する市民の理解を深め、落語文化

の継承及び発展に努めることにより、市民文化の

向上及び観光振興につなげたい考え。

■大阪狭山市は、「大阪狭山市生涯学習推進計画」

を策定した。

この計画は、同市の生涯学習を進めるうえの基

本的な視点や方針を明らかにし、地方分権や規制

緩和に対応し、市の生涯学習推進に関する施策の

計画的な実施を図るためのもの。

計画の期間は平成１９年度～平成２３年度の５年間。

同市は、この取組を通じ社会を構成する個人が

学習することで地域の成熟につなげていきたい考

え。

■八尾市は、より分かりやすい事務事業評価や公共

施設評価とするための検討を始めた。

これは、やお未来創造会議から提言がなされたこ

とによるもの。

同会議は、公募市民、学識経験者等で構成されて

おり、その報告書では、「行政側に、市民から意見や

質問を投げかけられるという緊張感が不足してい

る」、「評価結果を公表する取組は市民にとって歓迎

すべきものであり、引き続き改善を」などの意見が

述べられている。

同市は、これらの検討を通じ、分かりやすい情報

発信を行い、市民に信頼される行政を目指す考え。

■和泉市は、管理職がフロアマネジャーを務める取

組を開始した。

これは、大規模な機構改革と庁内レイアウトの

変更を契機に、管理職が案内業務に携わることで、

庁内全体に市民サービスの機運を高めようとする

もの。

対象は、課長補佐級以上の約２００人。市役所の正

面玄関１カ所に午前と午後それぞれ１人ずつが立

ち、市民からの問合せに答える。

市は、今年度の効果を見た上で、職員によるフ

ロア案内を継続するか、別の方法に切り替えるか

を検討する。

和 泉 市  

八 尾 市  

大 阪 狭 山 市  

池 田 市  

府 内 市 町 村 の 動 き
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●福山市は、市内の小売店で買い物する際にレジ袋

を辞退したら抽選で景品が当たる「エコでえ～こ

とキャンペーン」を展開する。

キャンペーンは６月から７月末まで実施。市内

の小売店で３００円以上買い物し、レジ袋を辞退すれ

ばエコシールを１枚渡す。シールは応募カード（シ

ール１０枚で１口）に張り、事務局に送ってもらう。

抽選で特賞（１本）の旅行券５万円分、１等

（１０本）の同券２万円分、２等（３０本）の図書カ

ード５,０００円分などが当たる。協力店に景品を募

ることも考えている。

市は、マイバッグの利用を促進し、ごみの減量

につなげたい考え。

●熊本市は、妊娠に関する悩み相談を２４時間体制で

受け付けている。

庁舎１階の福祉総合相談室のほか、保健福祉セ

ンターなど各担当部門で福祉全般に関する相談に

対応しているが、妊娠に関する悩みの専門受付は

なく、相談員を増員し、専用回線の「妊娠に関す

る悩み相談電話」を設け、業務時間終了後も電話

を転送し２４時間対応する。

市は、市内の病院が計画している「赤ちゃんポ

スト（こうのとりのゆりかご）」の設置を許可し

たが、母親が新生児をポストに置かざるを得ない

状態まで追い詰められないよう、事前の相談でで

きる限り問題を解決したい考え。

●福井市は、子どもたちの環境問題に関する意識向

上のため、環境マネジメントシステムの国際規格

「ＩＳＯ１４００１」を参考に、市独自に制定した

「学校版環境ＩＳＯ」の認定証を市内の小中学校

１８校に交付した。

学校版環境ＩＳＯでは、各学校は数値目標を入

れた省エネ・省資源、ごみのリサイクル・減量、

環境教育に取り組み、定期的に実践状況を市に報

告するもの。

認定証の有効期間は３年間で、市は１９年度中に

市立の幼稚園、小中学校全校の認定を目指す。

●紫波町は、公有地を公民連携で開発するため、東

洋大学と地域再生支援プログラムを展開すること

で合意し連携協定に調印した。

同町は、ＪＲ東北本線の紫波中央駅前の土地約

１１ヘクタールを購入し、新庁舎や図書館、広域給

食センターなどを集めたまちづくりを民間資金の

活用を想定し計画している。

東洋大学は１８年４月に社会人を対象にした日本

初の「公民連携」専門の大学院を開講し、実践の

第一弾として紫波町との連携に乗り出すもの。

町は、同大の教員と院生を中心に、公民連携に

よる開発の可能性や、実施可能な場合の具体的な

コンセプトやスキームを調査し、今夏を目途に基

本報告書をまとめる考え。

岩 手 県 紫 波 町  
 

福 井 県 福 井 市  
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広 島 県 福 山 市  
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